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（別 紙） 

諮問番号：令和４年（処分）諮問第１号 

答申番号：令和５年（処分）答申第１号 

 

 

答 申 書 
 

 

第１ 審査会の結論 

処分庁が行った、○○町○○○○○及び○○○○○の土地（以下「本件土

地」という。）に対する令和３年度固定資産税の賦課決定処分に対する審査

請求（令和３年（処分）第２号）並びに本件土地に対する令和４年度固定資

産税の賦課決定処分に対する審査請求（令和４年（処分）第４号）（審査請

求（令和３年（処分）第２号）と審査請求（令和４年（処分）第４号）を併

せて、以下「本件各審査請求」という。）のうち、令和３年度分及び令和４

年度分については、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４５条第

２項の規定により、理由がないから棄却されるべきである。 

また、本件各審査請求のうち、工事着工時（平成７年度）から令和２年度

までの分については、行政不服審査法第４５条第１項の規定により、不適法

なものであるから却下されるべきである。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 佐世保市道○○○○線の敷地を含む佐世保市○○町○○○○○の固定

資産税の賦課決定処分は、適法であるのか（争点１） 

  〔審査請求人の主張〕 

本件賦課決定処分は、市道工事の着工から２５年以上経過しているが、

毎年工事前の面積で課税されており、これは種々の問題解決が遅れてい

るため境界確定に至らず、登記がされていないためである。 

原因の発端は、佐世保市が市道工事着工に当たって、不動産登記法に

定める公図（字図）を改ざんして工事が実施されていることであり、審

査請求人としては、本件賦課決定処分により固有の権利を侵害されてお

り、処分庁の民法第７０９条に定める不法行為による損害賠償責任が履

行されない限り、境界確定に応じる見込みはない。 

本件のように財産権を侵害されているならば、課税対象に法的な正当

性はなく、適正な賦課決定処分とはいえない。 

〔処分庁の主張〕 
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審査請求人は本件土地の一部が佐世保市道に含まれていると主張し

ているが、審査請求人も述べているとおり境界確定に至っておらず、分

筆登記もなされていない。また、固定資産税の地積の認定は、固定資産

評価基準（昭和３８年自治省告示第１５８号）により「地積の認定は、

登記簿に登記されている地積によるものとする。」とされているため、

本件土地を宅地と認定し賦課決定処分したことについては適正である。 

例外的に、登記されている地積が現況の地積よりも大きいと認められ

る場合にあっては、土地の境界を確定し、実測した地積によって評価を

行うものとされている。しかし、境界確定には至っていないため、登記

簿の地積が現況の地積より大きいと認めることはできないことから、登

記簿地積を課税地積とした本件賦課決定処分が適法であることは明ら

かである。 

 

２ 佐世保市○○町○○○○○に係る固定資産税の賦課決定処分は適切に

行われたのか（争点２） 

〔審査請求人の主張〕 

本件賦課決定処分のうち、○○町に所在する土地○○○○○及び○○

○○○は隣接した土地であり、審査請求の対象としている土地は○○町

○○○○○であるが、両方の土地の境界は確定されてなく、市道工事の

着工当時から、土木部の希望で２筆合わせて境界確定することになって

いる。 

〔処分庁の主張〕 

争点１の主張と同様に、地積の認定は登記簿によるものであり、例外

として登記されている地積が現況の地積よりも大きいと認められる場

合にあっては実測した地積により評価するが、境界確定に至っていない

ため登記簿の地積が現況の地積より大きいと認めることはできないこ

とから、登記簿地積を課税地積とした本件賦課決定処分が適法であるこ

とは明らかである。 

 

３ 本件審査請求のうち、平成７年度から令和２年度までの固定資産税の賦

課決定処分に関する審査請求については、適法となるのか（争点３） 

〔審査請求人の主張〕 

平成７年度分から令和２年度分について、法により却下を求められて

いるが、課税の手続き上、分離できないため課税されているものである。

争点１の主張のとおり、民法に定める不法行為による損害賠償請求権は

有しており、却下する理由はない。 

また、その原因究明は期間に関係なく行う必要があり、問題発生から
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１９日目に異議申立を行っており、期間が経過しているとは考えていな

い。 

〔処分庁の主張〕 

平成７年度分から令和２年度分までの賦課決定処分については、審査

請求期間経過後にされたものであるため行政不服審査法第４５条第１

項により却下を求める。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 審理員意見書の結論 

   争点１及び争点２については、処分庁に違法性又は不当性はないと判

断するから、行政不服審査法第４５条第２項の規定により、理由がない

から棄却すべきである。 

   争点３については、審査請求期間経過後になされた不適法な審査請求

であるから、行政不服審査法第４５条第１項の規定により、却下すべき

である。 

 ２ 審理員意見書の理由 

   審理員意見書の「意見」中の「第２【争点１】に対する判断」、「第３

【争点２】に対する判断」、「第４【争点３】に対する判断」に記載のと

おり。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和４年１２月２６日付けで審査庁である佐世保市長から行政不服審査

法第４３条第１項の規定に基づく諮問を受け、同日及び令和５年２月２日の

審査会において、調査審議を行った。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 当審査会も、審理員意見書の判断のとおり、本件各審査請求のうち、令

和３年度分及び令和４年度分については、行政不服審査法第４５条第２項

の規定により理由がないから棄却すべきであると判断し、本件各審査請求

のうち、平成７年度分から令和２年度分までについては、行政不服審査法

第４５条第１項の規定により、不適法なものであるから却下されるべきで

あると判断する。その理由は、以下のとおりである。 

２ 争点１から争点３までに対する判断 

 ⑴ 争点１について 

固定資産税は、固定資産（土地、家屋及び償却資産）に対し、当該固

定資産の所在市町村が所有者に課するものであり、所有者とは、土地に

ついては、登記簿又は土地補充課税台帳に所有者として登記又は登録さ
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れている者をいい、市町村長は、固定資産評価基準によって、固定資産

の価格を決定する必要があり、土地の評価額を求める場合に用いる地積

は、原則として登記簿に登記されている地積によるものとされている。 

また、固定資産税については、固定資産の状況及び固定資産税の課税

標準である固定資産の価格を明らかにするため固定資産課税台帳を備

えなければならない。そして、この固定資産課税台帳には、登記簿に登

記されている土地について、当該土地の基準年度の価格又は比準価格等

を登録しなければならず、この土地の価格は地方税法第３８８条に基づ

き定められた固定資産の評価基準に基づき、市町村長により決定される。

そして固定資産評価基準において、各筆の土地の評価額を求める場合に

用いる地積は、登記簿に登記されている土地については登記簿に登記さ

れている地積によるものとされ、これを固定資産課税台帳に登録するこ

ととなっている。 

しかしながら、固定資産税においては、上述のように台帳による課税

を採用しているのにもかかわらず、地方税法により実地調査義務が規定

され、また、登記簿の登記は元来これに登録された土地についての権利

変動が如実に反映されるべきであることから、その地積も権利変動にか

かわった者により正確に搭載されるであろうとの前提に基づき便宜的

に定められたものであり、現実がこれと異なれば、固定資産課税台帳に

おける地積の搭載は実態に即した地積に基づいて行われるべきことは

当然であるとの判断もある（徳島地方裁判所平成元年１２月１５日判

決）。 

これらから鑑みるに、処分庁は本件土地の賦課決定処分にあたっては、

本件土地の一部が市道に含まれている可能性を認識した時点において、

公共の用に供する固定資産あるいは公共の用に供する道路に該当する

可能性があることを考慮し、調査する必要があったとも考えられるとこ

ろ、平成２３年に市土木部の申し出により本件土地の一部が市道に含ま

れている可能性を認識した後も、審査請求人に対する通常の対応以外の

実地調査等は行っておらず、十分な調査を行っているとは言い難い。 

一方で審査請求人は、市道に含まれている部分の存在を主張しながら

も、市道の道路改良工事にあたっては、不動産登記法に定める公図（字

図）が改ざんされ、審査請求人の財産権が侵害され損害が発生しており、

損害賠償が履行されない限り境界確定に応じることはないと主張し、当

初より当該工事の主管部局である市土木部と協議を重ね、○○○○○○

○○○○を行ったが、市道に含まれている部分の地積の確定について応

じていない。 

以上のことから、処分庁は本件賦課決定処分については、本件土地の
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一部が公共の用に供する固定資産あるいは公共の用に供する道路に該

当する可能性について調査を行うべきとも考えられるところ、審査請求

人は、市道の改良工事及びそれに係る境界確定の主管部局である市土木

部との度重なる協議において、市道に含まれている部分の存在を主張す

る一方、市道の改良工事に係る損害賠償の請求や、市道に含まれている

部分の面積と当該部分の代替候補地に係る本件土地の境界確定に応じ

ておらず、市道に含まれている部分の地積をまずもって確定するという

意志が認められないことからして、処分庁において本件土地に係る実地

調査を行ったとしても市道に含まれている部分との境界を確定し当該

部分を非課税とすることができなかった以上、地方税法及び固定資産評

価基準に従い登記簿に記載の面積により固定資産税の賦課決定処分を

行わざるを得ないため、○○町○○○○○の土地に係る賦課決定処分は、

違法又は不当なものとはいえない。 

⑵ 争点２について 

審査請求人の主張は、本件土地のうち○○町○○○○○の土地の境界

が確定されていないとすることから、同町○○○○○に対する課税は不

法であるとするものであると解される。 

固定資産の評価の考え方については前述の⑴のとおりであるが、審査

請求人からは、○○町○○○○○の土地の登記簿に登記されている地積

が現況の地積よりも大きいといったことは示されていない。また、○○

町○○○○○の土地は市道や河川に接しておらず私有地にのみ接して

おり、同町○○○○○の土地について存在した市道の一部が含まれるよ

うな争点も見当たらない。 

よって、地方税法及び固定資産評価基準に従い登記簿に記載の地積に

より行った○○町○○○○○の土地に係る賦課決定処分は、違法又は不

当なものとはいえない。 

⑶ 争点３について 

処分についての審査請求は、正当な理由がある場合を除き、処分があ

ったことを知った日の翌日から起算して３月（平成２８年の行政不服審

査法改正前は６０日。以下同じ。）を経過したときはすることができな

いこととされている。したがって、当該審査請求を適法な審査請求であ

るとするには、当該審査請求の提起日が、当該処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月を経過していないこと、又は当該審査請求

の提起日が、本件賦課決定処分があったことを知った日の翌日から起算

して３月を経過したことに正当な理由があることのいずれかが認めら

れる必要がある。また、処分があったことを知った日とは、処分のあっ

たことを現実に知った日をいい、社会通念上処分があったことが当事者
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の知り得べき状態に置かれたときは、特別の事情のない限り、処分があ

ったことを知ったものと解すべきとされている。 

これを本件についてみると、令和２年度の賦課決定処分については令

和２年○月○日に納税通知書が送付されており、その数日後には審査請

求人に通知書が到達したと推定され、当該処分があったことを知り得べ

き状態に置かれていたとするのが相当である。平成３１年度以前につい

ても同様と想定され、各年度の○月中には審査請求人は了知したものと

考えられる。 

したがって、審査請求人が令和２年度以前における各賦課決定処分が

あったことを知った日は、各年度４月頃であると認められるところ、本

件各審査請求は令和３年６月１日及び令和４年５月３０日付けで提起

されていることから、本件各審査請求のうち令和２年度以前の賦課決定

処分に係る部分については、当該処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３月を経過している。 

次に、審査請求期間の経過後に審査請求を提起した正当な理由につい

て、審査請求人は、市が市道の改良工事において公図を改ざんし工事を

実施したことで刑法に違反しており、またこれは不法行為に該当し損害

賠償の責が市に発生しているが、これが履行されていないことが理由で

あると主張し、この原因究明は期間に関係なく行う必要があり、問題発

生から１９日目には異議申し立てを行っており、期間が経過していると

は考えていないとも主張している。この点、「正当な理由」とは天災等

による交通・通信の途絶、その他審査請求をしなかったことについてや

むを得ない理由がある場合のほか、不服申立期間について教示がされず、

又は誤って長期の申立期間が教示され、当事者が他の方法でも申立期間

を知ることができなかったような場合をいうとされている。 

これを本件についてみると、審査請求人の主張は、法で定められた審

査請求期間に審査請求をすることができなかった事情があるとはいえ

ず、行政不服審査法が規定する正当な理由とは認められない。 

以上のことから、本件各審査請求のうち、令和２年度以前の賦課決定

処分に係る部分については、審査請求期間経過後に提起されたものであ

り、また、その正当な理由も認められないため、不適法なものである。 

 ３ 以上によれば、審理員意見書の結論と異なることなく、本件各審査請

求のうち、令和３年度分及び令和４年度分については、行政不服審査法

第４５条第２項の規定により理由がないから棄却すべきであり、本件各

審査請求のうち、平成７年度分から令和２年度分までについては、行政

不服審査法第４５条第１項の規定により、不適法なものであるから却下

されるべきであるとし、「第１ 審査会の結論」のとおり答申する。 
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第６ 付言 

本件各審査請求に対する当審査会の判断については前述のとおりである

が、処分庁の業務の進め方について意見を付しておきたい。 

本件土地については、審査請求人及び処分庁ともに、市道の一部が含まれ

ること、及び境界が確定されれば地積が減少することの可能性について認識

しているものである。また、処分庁は本件土地についての実地調査の記録は

無いとしている。 

以上の事項の可能性を認識しているのであれば、処分庁としては本件賦課

決定処分を行うに際して、地方税法第４０８条に規定する実地調査を行うべ

きであると思われる。そのうえで、本件に関連する市道の工事を所管してい

る市土木部とも調整をしながら、本件土地の現況地積と登記簿の地積に乖離

があるのであれば、早急に解決を図るべきと考える。 

以上のことを踏まえ、処分庁として適正な賦課決定処分を行うよう努めら

れたい。 

 

 

 

令和５年２月２日 

佐世保市行政不服審査会      

 

会 長  坂 根 純 輝 

  

 

委 員  樋 口 聡 子 

 

                     

委 員  丸 山   優 

 

 

 

 


